
東京オリンピック・パラリンピックをにらんで、外国
チームの事前キャンプを誘致しようという自治体の動きが
活発化している。一足先に自国開催の大会を経験した、英
国の自治体のレガシー研究から、ヒントをご紹介したい。

ロンドン大会組織委員会の元関係者によると、開催地
以外で人々が目に見える形で大会の恩恵を受けたのは、
主に①聖火リレー、②文化・教育プログラム、③事前
キャンプであったそうである。

事前キャンプは、努力次第で成果を出せることから、
多くの自治体が誘致活動を繰り広げた。なかなか一筋縄
では決められないことから、誘致すること自体に目が行
きがちであるが、成功したと言われる英国の自治体の担
当者は、「それによって何を達成したいのか、明確なビ
ジョンと計画性が必要」と指摘する。

自治体側は地元との交流を望むが、相手チームにとっ
て事前キャンプは、選手村に入る前の、時差調整を兼ね
た練習が第一義である。大会直前だと、できる交流が限
られる。そのため、早めに関係性を築いて、計画的に恩
恵を地域に還元していく、という考え方は、傾聴に値する。

マンチェスターは、スポーツ、経済、社会の 3 分野で、
ロンドン大会を触媒として活用する戦略を推進した。目
新しいことを掲げたのではなく「以前から地域に存在し
た課題を、ロンドン大会を活用して取り組む」という発
想で、大会の 5 年前に戦略フレームを策定したという。
事前キャンプ誘致もその延長線上にあった。市の重点競
技の一つに位置づけられていた水泳の強化策の一環とし
て、強豪である豪州水泳チームを複数年契約で招致した。

レガシーを大会直前のキャンプのみに頼るリスクも要
注意だ。ある自治体は、事前キャンプを新興国との関係
を深める好機ととらえ、A 国に白羽の矢を立てた。願い

がかなって大会 2 年前に、A 国の大臣も来訪して、覚
書を交わした。ところが、予選を通過できない選手が続
出し、大会直前にキャンプはキャンセルされるという想
定外の事態がおきた。

しかし、この市には別の形でレガシーが残った。市内
の大学が、この新たな関係を活用して、A 国の大学との
交流を進めていた。学生や教授の交流は続き、大会の翌
年には包括協定を結ぶに至った。多くの国にとって本当
に大会に出られるかは、直前にならないとわからない。
いわば青田買いの状況で覚書を交わすので、想定通りに
ものごとが運ばないことは十分にありうる。そのために
も、早めの取り組みが重要となる。

次回は、地
域のニーズに
合 っ た レ ガ
シーを実現し
た事例をご紹
介する。

第一回　キャンプ誘致は「触媒」、その先のビジョンが重要
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